




に対する発生費用の割合に基づき製品保証引当金を計上する方法に変更しております。  

この変更に伴い、従来の方法に比べ、射出成形機関連事業の営業利益は22,901千円増加しております。 

８ リース取引に関する会計基準等の変更  

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ 

ておりましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年 

６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、 

平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

この変更により射出成形機関連事業の営業利益は11,708千円、特機関連事業の営業利益は101千円それぞれ

増加し、消去又は全社の営業損失は10千円減少しております。 
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当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

 
  

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

 (１) 射出成形機関連事業 …… 射出成形機等 

 (２) 特機関連事業 …………… 精密ステージ等・リニアモータ等 

 (３) 食品機械関連事業 ……… 食品機械等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（441,781千円）の主なものは、親会社本 

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（2,684,268千円）の主なものは、親会社での余資運用

資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いず

れも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いず

れも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  

射出成形機 
関連事業

特機関連
事業

食品機械
関連事業

計
消去又は 
全社

連結

（千円） （千円） (千円) （千円） （千円） （千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高
 (1)外部顧客に対する 
    売上高

7,217,640 1,013,649 1,131,133 9,362,424 ─ 9,362,424

 (2)セグメント間の内部
─ ─ ─ ─ ─ ─

    売上高又は振替高

計 7,217,640 1,013,649 1,131,133 9,362,424 ─ 9,362,424

  営業費用 6,739,485 1,007,050 1,339,268 9,085,803 441,781 9,527,584

  営業利益 
  又は営業損失（△）

478,154 6,599 △208,134 276,620 （441,781) △165,160

Ⅱ 資産、減価償却費 
    及び資本的支出
  資産 8,518,137 799,234 2,391,387 11,708,759 2,684,268 14,393,028

  減価償却費 350,141 5,387 63,753 419,282 31,530 450,812

  減損損失 ─ ─ ─ ─ ─ ─

  資本的支出 139,426 6,833 1,179,917 1,326,177 3,401 1,329,579

２ 所在地別セグメント情報
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前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 
注） １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）北・南米地域 ……………アメリカ、メキシコ 

 （２）アジア地域 …………… 中国、台湾、香港、韓国、タイ、シンガポール 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
注） １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）北・南米地域 ……………アメリカ、メキシコ 

 （２）アジア地域 …………… 中国、台湾、香港、韓国、タイ、シンガポール 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

 
  

３ 海外売上高

北・南米地域 アジア地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円） 597,768 3,877,030 4,474,799

Ⅱ 連結売上高（千円） ─ ─ 12,372,070

Ⅲ 連結売上高に占める海外
  売上高の割合(％)

4.8 31.3 36.2

北・南米地域 アジア地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円） 265,453 4,081,499 4,346,953

Ⅱ 連結売上高（千円） ─ ─ 9,362,424

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
  売上高の割合(％)

2.8 43.6 46.4

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 ファイナンス・リース取引

（借主側）
（1）リース資産の内容
 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー
ス資産

 ・有形固定資産  

主として、射出成形機関連事業における生産設備  

（機械及び装置）及び本社におけるホストコンピュ

ータ（工具器具及び備品）であります。

 ファイナンス・リース取引

（借主側）
（1）リース資産の内容
 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー
ス資産

 ・有形固定資産  

 同左

 ・無形固定資産  

主として、射出成形機関連事業における生産管理用

ソフトウエアであります。

 ・無形固定資産  

 同左

（2）リース資産の減価償却の方法

   連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４.会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

（2）リース資産の減価償却の方法

   同左
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前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

（追加情報） 

 当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。  

 この結果、従来の開示対象範囲に追加となった関連当事者との取引はありません。  

  

１ 関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

 (ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

  

 
（注）１ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針 

  原材料の購入は、市場価格を参考に決定しております。 

  

 (イ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

 
（注）１ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針 

  (１) 債務保証は、運転資金としてのYamazen Inc. からの借入金に対する保証であります。 

     なお、債務保証に対して保証料及び担保の受取りは行っておりません。 

  (２) 機械装置の賃貸は、近隣の取引実勢に基づいて交渉により所定金額を決定しております。 
  

 (2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

㈱ソディック（東京証券取引所に上場） 

  

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 

  

(関連当事者情報)

種類
会社等の名称 

又は氏名
所在地

資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
株式会社 
ソディック

横浜市 
都筑区

20,775,756

放 電 加 工
機、リニア
モーター等
の開発・製
造・販売

（被所有） 
  54.96

役員の兼任 
１人

原材料の  
購入

467,861
支払手形
買掛金

138,467
8,844

属性
会社等 
の名称

住所 資本金
事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有割合 

(％)

関係内容
取引 
の内容

取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の
兼任等

事業上 
の関係

関連 
会社

Plustech 
Inc.

米国 
イリノイ

州

800 
US千米 

ドル

射出成形機の
販売及びメン
テナンス

49.0 ―
製品等の

販売
債務保証
 

70,133 ― ―

関連 
会社

株式会社 
片山製作所

岐阜県 
可児市

200,000 
千円

金型の製造及
び産業用機械
器具の製造等

29.4
兼任 
１人

同社製品
の購入等

機械装置
の賃貸

24,580 未収入金 3,612

   該当事項はありません。

（株）ソディックプラステック（6401）　平成22年３月期　決算短信

－38－



当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

１ 関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

 (ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

  

 
（注）１ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針 

  原材料の購入は、市場価格を参考に決定しております。 

 ３ 平成21年９月24日に第三者割当増資による株式を発行しております。 

  

 (イ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

 
（注）１ 取引金額には消費税等が含まれおりません。 

  

種類
会社等の名称 

又は氏名
所在地

資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
株式会社 
ソディック

横浜市 
都筑区

20,775,756
放電加工機
等の開発・
製造・販売

（被所有） 
 64.4

役員の兼任 
2人

原材料の  
購入
第三者割当

増資の引受 

61,006 
 

976,500

支払手形
買掛金

249,943
2,570

種類
会社等の名称  

又は氏名
所在地

資本金 
又は 

出資金  
 

事業の内容 
又は職業

議決権等 
の所有  

(被所有)
(％)

関連当事者 
との関係

取引 
の内容

取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
Plustech 
Singapore  
Pte。 Ltd.

シンガポ
ール

30 
（千シン
ガポール

ドル）

射出成形機の
販売及びメン
テナンス

100.0 － 受取配当金 5,000 － －
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 (ウ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等 

  

 
(注) １  取引金額には消費税等が含まれおりません。 

   ２  平成21年９月24日に第三者割当増資による株式を発行しております。   

  

(エ)連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等 

  
 

(注) １  記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２  平成21年10月1日に食品機械関連事業を譲受けております。 

３  平成22年2月12日に沙迪克(厦門)磁性材料有限公司、沙迪克新横(厦門)機械有限公司の出資持分を取得して

おります。 

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

㈱ソディック（東京証券取引所に上場） 

  

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 

  

種類
会社等の名称 

又は氏名
所在地

資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者 
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 古川 利彦 ― ―
当社取締役会

長
(被所有) 
直接 3.2

―
第三者割当増資

の引受
86,800 ― ―

役員 鈴木 正昭 ― ―
当社代表取締

役社長
(被所有) 
直接 3.2

―
第三者割当増資

の引受
86,800 ― ―

役員 大迫 健一 ― ―
当社取締役副

社長
(被所有) 
直接 1.6

―
第三者割当増資

の引受
43,400 ― ―

役員 藤巻 繁 ― ―
当社専務取締

役
(被所有) 
直接 0.9

―
第三者割当増資

の引受
26,040 ― ―

役員 佐野 定男 ― ―
当社専務取締

役
(被所有) 
直接 0.6

―
第三者割当増資

の引受
17,360 ― ―

役員 市川 剛志 ― ―
当社常務取締

役
(被所有) 
直接 0.6

―
第三者割当増資

の引受
17,360 ― ―

種類
会社等の名称 

又は氏名
所在地

資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)

同一の
親会社
を持つ
会社

株式会社 
ソディック新横

横浜市 
港北区

91,250

ＮＣ放電加
工機等の賃
貸・割賦販
売等、不動
産管理等

  －   －

 
事業譲受 
 
出資持分の

取得

1,701,502 
 

455,321
  － －
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

 (1) 流動資産・負債

繰延税金資産

 たな卸資産評価損 134,340千円

  製品保証引当金 23,954千円

  賞与引当金 23,533千円

 その他 14,824千円

  小計 196,652千円

 評価性引当額 △195,908千円

  繰延税金資産(流動)合計 744千円

繰延税金負債

未収還付事業税 △5,432千円

その他 △2千円

  繰延税金負債(流動)合計 △5,434千円

  繰延税金資産(負債)の純額 △4,690千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

 (1) 流動資産・負債

繰延税金資産

 たな卸資産評価損 141,157千円

  製品保証引当金 33,332千円

  賞与引当金 38,831千円

 その他 23,483千円

  小計 236,805千円

 評価性引当額 △235,815千円

  繰延税金資産(流動)合計 990千円

繰延税金負債

未収還付事業税 ─千円

その他 △5千円

  繰延税金負債(流動)合計 △5千円

  繰延税金資産(負債)の純額 984千円

 

 (2) 固定資産

繰延税金資産

 退職給付引当金 54,890千円

 減価償却限度額超過額 22,931千円

 一括償却資産 853千円

 未払役員退職慰労金 29,443千円

 貸倒引当金 23,842千円

 関係会社株式等評価損 27,214千円

 未実現利益 424千円

 繰越欠損金 76,879千円

 債務保証損失引当金 3,641千円

 固定資産減損損失 94,404千円

 その他有価証券評価差額金 875千円

 その他 29,334千円

  小計 364,736千円

 評価性引当額 △364,312千円

  繰延税金資産(固定)合計 424千円

 (2) 固定資産・負債

繰延税金資産

 退職給付引当金 71,275千円

 減価償却限度額超過額 23,603千円

 一括償却資産 543千円

 未払役員退職慰労金 1,173千円

 貸倒引当金 19,440千円

 関係会社株式等評価損 48,692千円

 未実現利益 707千円

 繰越欠損金 232,077千円

 債務保証損失引当金 19,642千円

 資産調整勘定 212,734千円

 その他 11,932千円

  小計 641,823千円

 評価性引当額 △429,088千円

  繰延税金資産(固定)合計 212,734千円

繰延税金負債

 のれん △269,660千円

  小計 △269,660千円

  繰延税金資産(負債)の純額 △56,925千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 △40.6%

（調整）

交際費等永久に損金に算入 
されない項目

2.4%

住民税均等割 1.3%

評価性引当額の増減額 63.4%

持分法投資損益 2.3%

その他 3.7%

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

32.5%

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 △40.6%

（調整）

海外子会社税率差異 △3.8%
受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△1.1%

交際費等永久に損金に算入 
されない項目

14.9%

住民税均等割 5.5%

評価性引当額の増減額 83.5%

持分法投資損益 0.5%

子会社株式売却益の連結修正 △18.4%

その他 △0.2%

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

40.3%
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当連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日) 

(追加情報) 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適用してお

ります。 

１  金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行

借入による方針です。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わ

ない方針です。 

  

(2) 金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関して

は、当社グループの与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取

引先の信用状況を一年ごとに把握する体制としております。また、グローバルに事業を展開しているこ

とから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、原則として外貨建て

の営業債務をネットしたポジションを上限として先物為替予約を利用してヘッジしております。投資有

価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。株式の保有状況については取引先企業との関係を勘案して継続的に見直ししております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。また、その一部に

は、原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、恒常的に同じ

外貨建ての売掛金等債権残高の範囲内にあります。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資

金調達であり、長期借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に

必要な資金の調達です。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されていますが、

デリバティブ取引(金利スワップ取引)を利用してヘッジしております。 

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的と

した先物為替予約取引、及び、支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取

引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評

価方法等については、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方

法」をご覧下さい。 

  

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「２  金融商品の時価等に関する

事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係

る市場リスクを示すものではありません。 

  

  

(金融商品関係)
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２  金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注

２)を参照ください。)。 
(単位：千円) 

 
(※)  負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

  

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

  

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照くださ

い。 

  

(4) 支払手形及び買掛金、並びに(5)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります 

  

(6) 社債 

当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率

で割り引いた現在価値により算定しております。 

  

(7) 長期借入金及び(8)リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金は金利スワッ

プの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様

の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割引いて算定する方法によっておりま

す。 

  

(9) デリバティブ取引 

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。 

連結貸借対照表 
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 2,362,498 2,362,498 ―

(2) 受取手形及び売掛金 3,802,406 3,802,406 ―

(3) 投資有価証券

    その他有価証券 13,296 13,296 ―

(4) 支払手形及び買掛金 (3,315,207) (3,315,207) ―

(5) 短期借入金 (1,400,000) (1,400,000) ―

(6) 社債 (86,000) (84,214) △1,785

(7) 長期借入金 (3,648,495) (3,637,277) △11,217

(8) リース債務 (423,069) (428,199) 5,130

(9)デリバティブ取引 (836) (836) ―
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
(単位：千円) 

 
  

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)有価

証券及び投資有価証券」には含めておりません。 

  

(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 
(単位：千円) 

 
  

(注４)社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の返済予定額 

                                              (単位：千円) 

 
  

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式及び出資金 451,581

１年以内
１年超 

５年以内

現金及び預金 2,362,498 ―

受取手形及び売掛金 3,796,243 6,162

投資有価証券

  その他有価証券のうち満期があるもの ― ―

合計 6,158,741 6,162

区分 １年以内
１年超 
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

社債 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 16,000

長期借入金 1,241,880 889,985 820,640 480,760 215,230 －

リース債務 93,874 179,666 49,163 60,761 39,603 －

合計 1,349,754 1,083,651 883,803 555,521 268,833 16,000
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前連結会計年度（平成21年３月31日現在） 

  その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

当連結会計年度（平成22年３月31日現在） 

  その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

  

   

  

(有価証券関係)

取得原価(千円)
連結決算日における連結 
貸借対照表計上額(千円)

差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 
株式 2,632 2,938 306

小計 2,632 2,938 306

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 
株式 8,621 6,159 △2,462

小計 8,621 6,159 △2,462

合計 11,254 9,098 △2,156

取得原価(千円)
連結決算日における連結 
貸借対照表計上額(千円)

差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 
株式 6,482 6,619 137

小計 6,482 6,619 137

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 
株式 7,510 6,676 △833

小計 7,510 6,676 △833

合計 13,992 13,296 △696
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利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。 

デリバティブ取引は、金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。 

デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的

で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金の利息 

ヘッジ方針 

  財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っており、借入金の変動リスク軽減

のために金利スワップ取引を行うものとしております。 

ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 金利スワップ取引における市場金利の変動によるリスクは、投機的な取引を行っていないため、ほとん

どないと認識しております。 

 デリバティブ取引の開始に際しては、取締役会の決議をもって実施することとしており、日常の管理体

制は経理規程、組織および職務権限規程ならびに資金運用管理に関する内規を適用して実施しておりま

す。 

  

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

１ 取引の状況に関する事項

(1)取引の内容

(2)取引に対する取組方針

(3)取引の利用目的

(4)取引に係るリスクの内容

(5)取引に係るリスク管理体制
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 デリバティブ取引については、全てヘッジ会計が適用されているため、開示の対象から除いておりま

す。 

                           （単位：千円） 

 
(注)時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基き算定しております。 

  

                           （単位：千円） 

 
(注)時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基き算定しております。 

  

  

  

  

  

２ 取引の時価に関する事項

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1)通貨関連

区分 デリバティブ取引の

種類等

契約額等 時価 評価損益

うち1年超

市場取引 

以外の取引

為替予約取引

 売建
 

  米ドル 80,585 ─ 79,749 △836

合計 80,585 ─ 79,749 △836

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

ヘッジ会計 

の方法

デリバティブ 

取引の種類等

主なヘッジ 

対象

契約額等 時価

うち1年超

金利スワップ 

の特例処理

金利スワップ取引 

 支払固定・ 

 受取変動

長期借入金 560,000 384,000 △7,736

合計 560,000 384,000 △7,736
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(退職給付関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として厚生年金基金制度および適

格退職年金制度を設けております。

１ 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として厚生年金基金制度および適

格退職年金制度を設けております。

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業

主制度に関する事項

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業

主制度に関する事項

(1)制度全体の積立状況に関する事項 (1)制度全体の積立状況に関する事項

  当社グループのうち、提出会社は、日本工作機械関

連工業厚生年金基金の複数事業主制度の企業年金に加

入しております。

  当社グループのうち、提出会社は、日本工作機械関

連工業厚生年金基金の複数事業主制度の企業年金に加

入しております。

  直近の財政決算報告書（平成21年3月31日現在）に

おける諸数値の合計は、以下のとおりであります。

  直近の財政決算報告書（平成22年3月31日現在）に

おける諸数値の合計は、以下のとおりであります。

 年金資産の額          116,372百万円    年金資産の額            93,997百万円   

 年金財政上の給付債務の額    147,188百万円  年金財政上の給付債務の額     148,468百万円

 差引額                        △30,815百万円  差引額                        △54,471百万円

（2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合(平

成21年3月分掛金拠出額)

（2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合(平

成22年3月分掛金拠出額)

                                0.73%                                  0.69%

(3)補足説明 

 上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の

過去勤務債務残高34,179百万円及び剰余金3,363百万

円であります。本制度における過去勤務債務は期間20

年の元利均等償却する方法によっております。

(3)補足説明 

 上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の

過去勤務債務残高32,845百万円及び資産評価調整加算

額14,217百万円であります。本制度における過去勤務

債務は期間20年の元利均等償却する方法によっており

ます。

   なお、上記(2)の割合は当社グループの実際差異の負

担割合とは一致いたしません。

   なお、上記(2)の割合は当社グループの実際差異の負

担割合とは一致いたしません。

２ 退職給付債務およびその内訳(平成21年３月31日現

在)

(単位：千円)

①退職給付債務 △358,589

②年金資産 125,908

③未積立退職給付債務(①＋②) △232,680

④未認識数理計算上の差異 97,483

⑤貸借対照表計上額純額(③＋④) △135,197

⑥前払年金費用 ─

⑦退職給付引当金(⑤－⑥) △135,197

２ 退職給付債務およびその内訳(平成22年３月31日現

在)

(単位：千円)

①退職給付債務 △469,589

②年金資産 172,962

③未積立退職給付債務(①＋②) △296,627

④未認識数理計算上の差異 40,093

⑤貸借対照表計上額純額(③＋④) △256,533

⑥前払年金費用 ─

⑦退職給付引当金(⑤－⑥) △256,533

 

３ 退職給付費用の内訳(自平成20年４月１日 至平成

21年３月31日)

(単位：千円)

①勤務費用 34,295

②利息費用 7,065

③期待運用収益 △5,506

④数理計算上の差異の費用処理額 11,075

⑤退職給付費用(①＋②＋③＋④) 46,929

注）上記以外に「日本工作機械関連工業厚生年金基  

金」に対する掛金拠出額49,782 千円を費用処理  

し、特別退職金10,194千円を特別損失として計上  

ております。

 

３ 退職給付費用の内訳(自平成21年４月１日 至平成

22年３月31日)

(単位：千円)

①勤務費用 47,048

②利息費用 8,555

③期待運用収益 △3,777

④数理計算上の差異の費用処理額 20,081

⑤退職給付費用(①＋②＋③＋④) 71,907

注）上記以外に「日本工作機械関連工業厚生年金基  

金」に対する掛金拠出額50,769千円を費用処理  

しております。
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前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成21

年３月31日現在)

①割引率 2.0％

②期待運用収益率 3.0％

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④数理計算上の差異の処理年数 10年

(各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定率法に

よりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。)

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成22

年３月31日現在)

①割引率 2.0％

②期待運用収益率 3.0％

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④数理計算上の差異の処理年数 10年

(各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定率法に

よりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。)
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前連結会計年度（自 平成２０年４月１日 至平成２１年３月３１日） 

   １．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名  

     販売費及び一般管理費    53,127千円  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

 
  

(ストック・オプション等関係)

 会社名 提出会社

 決議年月日  平成13年６月15日

 付与対象者の区分及び人数（名）  当社取締役  ６

 当社執行役員 ６

当社従業員 33

 株式の種類及び付与数（株）  普通株式  520

 付与日 平成13年６月16日

 権利確定条件 １．権利行使時においても、権利を付与

された者は、当社の取締役または従業

員であることを要します。ただし、当

社の指示により関連会社の取締役、監

査役、顧問または従業員としての地位

を継続して保有する場合は権利を行使

できます。

２．権利行使により取得できる株式の発

行価額の総額は年間10,000千円以下と

します。

３．その他の権利行使の条件については

定時株主総会決議および取締役会決議

に基づき当社と対象取締役および従業

員との間で締結する付与契約に定める

ものとします。

 対象勤務期間 ─

 権利行使期間  平成15年７月１日～平成20年６月30日

 会社名 提出会社

 決議年月日  平成19年６月27日

 付与対象者の区分及び人数（名）  当社取締役  ９

 当社監査役  ４

 株式の種類及び付与数（株）  普通株式  219

 付与日  平成19年７月31日

 権利確定条件 １．平成19年７月31日以降、新株予約権

を付与された者が当社の役員および使

用人のいずれの地位をも喪失した場

合、新株予約権の行使可能期間を超え

ない範囲で、当該喪失日の翌日から３

年間に限り新株予約権を行使すること

ができる。但し、会社に損害を与えた

こと等による解雇、解任その他による

地位の喪失の場合は、行使することは

できない。

２．新株予約権者が権利行使期間内に死

亡した場合は、取締役会の承認を条件

として、新株予約権の行使可能期間を

超えない範囲で、相続人は新株予約権

者の死亡の翌日から３年間に限り新株

予約権を行使することができる。
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３．新株予約権者が新株予約権の全部又

は一部を放棄した場合には、同放棄に

かかる新株予約権を行使することがで

きないものとする。 

４．その他の条件は、当社と被付与者と

の間で締結する契約で定めるところに

よる。

 対象勤務期間  平成19年７月31日～平成20年７月31日

 権利行使期間  平成20年８月１日～平成30年７月31日

 会社名 提出会社

 決議年月日  平成20年７月５日

 付与対象者の区分及び人数（名）  当社取締役  ９

 当社監査役  ４

 株式の種類及び付与数（株）  普通株式  275

 付与日  平成20年７月31日

 権利確定条件 １．平成20年７月31日以降、新株予約権

を付与された者が当社の役員および使

用人のいずれの地位をも喪失した場

合、新株予約権の行使可能期間を超え

ない範囲で、当該喪失日の翌日から３

年間に限り新株予約権を行使すること

ができる。但し、会社に損害を与えた

こと等による解雇、解任その他による

地位の喪失の場合は、行使することは

できない。

２．新株予約権者が権利行使期間内に死

亡した場合は、取締役会の承認を条件

として、新株予約権の行使可能期間を

超えない範囲で、相続人は新株予約権

者の死亡の翌日から３年間に限り新株

予約権を行使することができる。

３．新株予約権者が新株予約権の全部又

は一部を放棄した場合には、同放棄に

かかる新株予約権を行使することがで

きないものとする。 

４．その他の条件は、当社と被付与者と

の間で締結する契約で定めるところに

よる。

 対象勤務期間  ―

 権利行使期間 平成21年８月１日～平成31年７月31日
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  （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  ①ストック・オプションの数 

 
  ②単価情報 

 
   ３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法  

   （１）使用した算定技法  

      二項モデル  

   （２）使用した主な基礎数値及びその見積方法  

    ①株価変動性   64.191％  

     年率、上場後の日次株価に基づき算定  

    ②予想配当     5,000円/株  

     平成20年３月期の配当実績による。  

    ③無リスク利子率   1.621％（残存期間11年）  

     付与日から権利行使期間の最終日までの期間に対応する残存期間の国債の利回り  

    ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法  

     基本的には、将来の失効数の合理的な見積もりは困難であるため、実績の失効数のみ反映 

    させる方法を採用している。 

 会社名  提出会社  提出会社  提出会社

 決議年月日  平成13年６月15日  平成19年６月27日  平成20年７月５日

 権利確定前

  期首（株） ― 219 ―

  付与（株） ― ― 275

  失効（株） ― ― ―

  権利確定（株） ― 219 275

  未確定残（株） ― ― ―

 権利確定後

  期首（株） 405 ― ―

  権利確定（株） ― 219 275

  権利行使（株） ― 219 ―

  失効（株） 405 ― ―

  未行使残（株） ― ― 275

 会社名  提出会社 提出会社 提出会社

 決議年月日  平成13年６月15日  平成19年６月27日  平成20年７月５日

 権利行使価格（円） 400,000 １ １

 行使時平均株価（円） ― 118,424 ―

 付与日における公正な 
 評価単価（円）

― 200,060 140,084
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当連結会計年度（自 平成２１年４月１日 至平成２２年３月３１日） 

   １．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名  

     販売費及び一般管理費         ―円  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

 会社名  提出会社

 決議年月日  平成20年７月５日

 付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 ９

 当社監査役  ４

 株式の種類及び付与数（株） 普通株式  275

 付与日  平成20年７月31日

 権利確定条件 １．平成20年７月31日以降、新株予約権

を付与された者が当社の役員および使

用人のいずれの地位をも喪失した場

合、新株予約権の行使可能期間を超え

ない範囲で、当該喪失日の翌日から３

年間に限り新株予約権を行使すること

ができる。但し、会社に損害を与えた

こと等による解雇、解任その他による

地位の喪失の場合は、行使することは

できない。

２．新株予約権者が権利行使期間内に死

亡した場合は、取締役会の承認を条件

として、新株予約権の行使可能期間を

超えない範囲で、相続人は新株予約権

者の死亡の翌日から３年間に限り新株

予約権を行使することができる。

３．新株予約権者が新株予約権の全部又

は一部を放棄した場合には、同放棄に

かかる新株予約権を行使することがで

きないものとする。 

４．その他の条件は、当社と被付与者と

の間で締結する契約で定めるところに

よる。

 対象勤務期間  ―

 権利行使期間  平成21年８月１日～平成31年７月31日
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  （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  ①ストック・オプションの数 

 
  ②単価情報 

 
   ３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法  

     該当事項はありません。 

    ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法  

     基本的には、将来の失効数の合理的な見積もりは困難であるため、実績の失効数のみ反映 

    させる方法を採用している。 

  

 会社名  提出会社

 決議年月日  平成20年７月５日

 権利確定前

  期首（株） 275株

  付与（株） ―

  失効（株） ―

  権利確定（株） 275株

  未確定残（株） ―

 権利確定後

  期首（株） ―

  権利確定（株） 275株

  権利行使（株） 271株

  失効（株） ―

  未行使残（株） 4株

 会社名  提出会社

 決議年月日  平成20年７月５日

 権利行使価格（円） １

 行使時平均株価（円） 68,416

 付与日における公正な 
 評価単価（円）

140,084
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共通支配下の取引等 

１  結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

事業の名称：食品機械関連事業 

事業の内容：食品加工機械の開発・製造・販売 

(2) 企業統合日 

   平成21年10月1日 

(3) 企業結合の法的形式 

事業譲受 

(4) 結合後企業の名称 

変更ありません。 

(5) 取引の目的を含む取引の概要 

当社の事業領域は設備投資動向に大きく左右されることから、安定成長が見込まれる第三の事業とし

て食品機械関連事業を譲受けました。 

  

２  実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会  平成15年10月31日公表分)及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平成19年11月15日公表分)に基づき、

共通支配下の取引として処理しております。 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20 号 平成20 年

11 月28日）および「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第23 号 平成20年11 月28 日）を適用しております。決算短信における開示の必要性が大きくないと考えら

れるため開示を省略しております。 

  

(企業結合等関係)

(賃貸等不動産)
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 
１株当たり純資産額 193,534.30円

 
１株当たり純資産額 135,069.10円

 
１株当たり当期純損失 56,227.55円

 
１株当たり当期純損失 10,568.12円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 3,274,610 4,289,544

普通株式に係る純資産額(千円) 3,236,087 4,288,984

差額の主な内訳（千円）

 新株予約権 38,523 560

普通株式の発行済株式数（株） 16,733 31,754

普通株式の自己株式数（株） 11 ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

16,721 31,754

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

連結損益計算書上の当期純損失（△）(千円) △933,790 △258,612

普通株式に係る当期純損失（△）  
(千円)

△933,790 △258,612

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

普通株式の期中平均株式数（株） 16,607 24,470

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳（株）

─ ―

普通株式増加数（株） ─ ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

─ ―
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 前連結会計年度（自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日） 

  連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却 

 当社グループは、平成21年6月4日開催の取締役会において、連結子会社であるAdvanced Plastic 

Manufacturing Inc.の全株式を株式会社片山製作所に譲渡すること等を含む合弁事業契約解除に関す

る合意書の締結を決議し、同6月18日付で株式を売却致しました。これによりAdvanced Plastic 

Manufacturing Inc.は当社の連結子会社ではなくなりました。 

  

当社の保有資産ポートフォリオを見直した結果、Advanced Plastic Manufacturing Inc.株式の

継続保有については、当社の事業戦略上有効性が乏しいと判断したため、共同出資者かつ共同経営

者である株式会社片山製作所に譲渡するもの。 

米国における自動車を中心としたプラスチック成形部品の製造及び当社製射出成形機の米国での

販売促進。 

売却先  株式会社片山製作所 

 譲渡日  平成21年6月18日 

売却株式数       500株 

 売却金額         89千USドル 

 売却益         約90百万円  

 売却後の議決権比率     0％ 

  

 当連結会計年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

   該当事項はありません。 

  

  

(重要な後発事象)

1 株式売却の理由

2 当該子会社の事業内容

3 株式の売却先及び売却の時期

4 売却する株式の概要
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,908,214 2,291,309

受取手形 849,793 1,504,067

売掛金 1,771,766 2,290,978

製品 423,162 314,507

仕掛品 670,645 1,042,185

原材料 1,226,435 988,067

前払費用 23,262 16,384

未収入金 28,421 220,165

未収還付法人税等 77,592 －

未収消費税等 28,826 97,790

その他 2,034 23,475

貸倒引当金 △5,554 △6,648

流動資産合計 7,004,600 8,782,281

固定資産

有形固定資産

建物 ※1 2,406,540 ※1 2,541,364

減価償却累計額 △722,799 △839,839

建物（純額） 1,683,740 1,701,525

構築物 99,089 99,089

減価償却累計額 △44,419 △55,326

構築物（純額） 54,670 43,762

機械及び装置 1,383,151 1,329,917

減価償却累計額 △735,414 △765,947

減損損失累計額 △54,756 －

機械及び装置（純額） 592,980 563,969

車両運搬具 17,108 28,314

減価償却累計額 △14,408 △18,857

車両運搬具（純額） 2,699 9,456

工具、器具及び備品 247,106 260,980

減価償却累計額 △195,032 △217,917

工具、器具及び備品（純額） 52,073 43,063

土地 ※1 1,161,118 ※1 1,433,672

リース資産 553,158 531,600

減価償却累計額 △36,958 △130,048

リース資産（純額） 516,200 401,551

有形固定資産合計 4,063,482 4,197,001

無形固定資産

のれん － 664,188

特許権 － 44,736

ソフトウエア 10,581 14,801

リース資産 7,097 5,576

その他 736 736

無形固定資産合計 18,415 730,039
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 9,098 13,296

関係会社株式 57,859 57,859

出資金 － 10

関係会社出資金 58,420 469,241

従業員に対する長期貸付金 － 690

関係会社長期貸付金 23,860 47,608

破産更生債権等 51,350 42,797

長期前払費用 2,130 1,770

その他 82,685 ※1 49,521

貸倒引当金 △63,211 △48,537

投資その他の資産合計 222,193 634,257

固定資産合計 4,304,092 5,561,299

資産合計 11,308,692 14,343,581

負債の部

流動負債

支払手形 ※3 1,767,573 ※3 2,391,912

営業外支払手形 52,500 －

買掛金 ※3 213,948 ※3 923,964

短期借入金 ※2 1,600,000 ※2 1,400,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1 1,367,592 ※1 1,241,880

1年内償還予定の社債 14,000 ※1 14,000

リース債務 95,313 93,874

未払金 209,191 245,733

未払費用 52,697 94,331

未払法人税等 － 18,948

繰延税金負債 5,432 －

前受金 29,121 211,649

預り金 10,806 11,472

前受収益 6,670 6,267

賞与引当金 57,964 95,644

製品保証引当金 59,000 82,100

その他 80 3,238

流動負債合計 5,541,892 6,835,017

固定負債

社債 86,000 ※1 72,000

長期借入金 ※1 1,470,225 ※1 2,406,615

リース債務 443,667 329,194

長期未払金 216,267 104,311

繰延税金負債 － 56,925

退職給付引当金 135,197 256,533

債務保証損失引当金 86,168 48,380

その他 36,186 15,840

固定負債合計 2,473,711 3,289,800

負債合計 8,015,603 10,124,817
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,214,476 2,873,608

資本剰余金

資本準備金 639,456 1,298,587

資本剰余金合計 639,456 1,298,587

利益剰余金

利益準備金 6,170 6,170

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 396,618 40,532

利益剰余金合計 402,788 46,702

株主資本合計 3,256,721 4,218,899

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,156 △696

評価・換算差額等合計 △2,156 △696

新株予約権 38,523 560

純資産合計 3,293,088 4,218,763

負債純資産合計 11,308,692 14,343,581
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 12,100,902 9,256,687

売上原価

製品期首たな卸高 500,822 423,162

当期製品製造原価 ※4 10,397,372 ※4 7,775,389

合計 10,898,195 8,198,552

他勘定振替高 ※2 289,602 ※2 5,400

製品期末たな卸高 ※3 423,162 ※3 314,507

製品売上原価 10,185,429 7,878,645

売上原価合計 10,185,429 7,878,645

売上総利益 1,915,472 1,378,042

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 197,318 136,571

広告宣伝費 43,508 16,081

販売手数料 315,015 299,662

役員報酬 126,221 81,159

給料及び手当 371,242 357,700

賞与 40,598 16,127

法定福利費 44,209 46,325

福利厚生費 9,808 10,540

退職給付費用 36,376 42,320

旅費及び交通費 87,807 75,098

交際費 15,746 14,852

消耗品費 12,163 13,080

通信費 13,308 13,457

賃借料 74,526 76,311

支払手数料 171,931 121,818

貸倒引当金繰入額 26,426 －

賞与引当金繰入額 20,216 29,224

減価償却費 75,308 90,943

のれん償却額 － 44,279

その他 212,934 105,412

販売費及び一般管理費合計 1,894,669 1,590,968

営業利益又は営業損失（△） 20,803 △212,926

営業外収益

受取利息 125 556

受取配当金 8,051 ※1 19,215

受取手数料 3,764 2,779

固定資産賃貸料 ※1 27,792 17,631

補助金収入 35,300 45,768

為替差益 － 6,651

その他 15,185 18,952

営業外収益合計 90,219 111,555
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

営業外費用

支払利息 77,395 90,607

社債利息 23 1,347

社債発行費 3,859 －

株式交付費 － 54,577

固定資産賃貸費用 23,535 17,690

為替差損 1,715 －

シンジケートローン手数料 － 40,630

その他 4,228 11,988

営業外費用合計 110,757 216,842

経常利益又は経常損失（△） 265 △318,213

特別利益

前期損益修正益 ※5 37,000 －

固定資産売却益 ※6 259 ※6 10,447

関係会社株式売却益 － 32,955

貸倒引当金戻入額 － 14,271

債務保証損失引当金戻入額 － 37,787

特別利益合計 37,259 95,462

特別損失

前期損益修正損 ※7 85,151 －

固定資産除却損 ※8 10,337 ※8 1,636

固定資産売却損 － ※9 3,487

減損損失 ※10 54,756 －

債務保証損失引当金繰入額 75,931 －

製品保証引当金繰入額 81,901 －

会員権評価損 19,800 －

投資有価証券評価損 2,653 －

関係会社株式評価損 92,934 －

関係会社出資金評価損 － 43,600

たな卸資産評価損 193,131 －

特別退職金 10,194 －

本社移転費用 － 21,014

その他 － 900

特別損失合計 626,792 70,639

税引前当期純損失（△） △589,267 △293,390

法人税、住民税及び事業税 12,703 11,202

法人税等調整額 225,611 51,493

法人税等合計 238,314 62,695

当期純損失（△） △827,582 △356,085
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(注) 

 
  

当社の原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。期中においては、加工費について予定原価を

採用し、四半期会計期間末及び事業年度末において、実際原価との差額を期末たな卸高と売上原価に配賦して

おります。 

  

【製造原価明細書】

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 7,435,371 75.1 5,969,157 73.1

他勘定振替高 ※1 69,007 0.7 52,600 0.6

Ⅱ 労務費 841,200 8.5 864,418 10.6

Ⅲ 経費 1,694,069 17.1 1,386,898 17.0

(減価償却費) (304,621) （221,095）

(外注加工費) (526,265) （384,344）

(その他経費) （863,181) （781,457）

当期総製造費用 9,901,633 100.0 8,167,873 100.0

期首仕掛品たな卸高 1,173,377 670,645

合計 11,075,010 8,838,519

期末仕掛品たな卸高 670,645 1,042,185

他勘定振替高 ※2 6,991 20,944

当期製品製造原価 10,397,372 7,775,389

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※１ 他勘定振替高内訳

研究開発費 18,381千円

サービス費 50,626千円

※１ 他勘定振替高内訳

研究開発費 966千円

サービス費 51,634千円

※２ 他勘定振替高内訳

サービス費 4,532千円

研究開発費 2,459千円

※２ 他勘定振替高内訳

サービス費 20,438千円

研究開発費 505千円

原価計算の方法

（株）ソディックプラステック（6401）　平成22年３月期　決算短信

－63－



(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,192,570 2,214,476

当期変動額

新株の発行 － 640,150

新株の発行（新株予約権の行使） 21,906 18,981

当期変動額合計 21,906 659,131

当期末残高 2,214,476 2,873,608

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 617,550 639,456

当期変動額

新株の発行 － 640,150

新株の発行（新株予約権の行使） 21,906 18,981

当期変動額合計 21,906 659,131

当期末残高 639,456 1,298,587

資本剰余金合計

前期末残高 617,550 639,456

当期変動額

新株の発行 － 640,150

新株の発行（新株予約権の行使） 21,906 18,981

当期変動額合計 21,906 659,131

当期末残高 639,456 1,298,587

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 6,170 6,170

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,170 6,170

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 1,307,240 396,618

当期変動額

剰余金の配当 △83,040 －

当期純損失（△） △827,582 △356,085

当期変動額合計 △910,622 △356,085

当期末残高 396,618 40,532

利益剰余金合計

前期末残高 1,313,410 402,788

当期変動額

剰余金の配当 △83,040 －

当期純損失（△） △827,582 △356,085

当期変動額合計 △910,622 △356,085

当期末残高 402,788 46,702
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 4,123,530 3,256,721

当期変動額

新株の発行 － 1,280,300

新株の発行（新株予約権の行使） 43,813 37,963

剰余金の配当 △83,040 －

当期純損失（△） △827,582 △356,085

当期変動額合計 △866,809 962,177

当期末残高 3,256,721 4,218,899

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △972 △2,156

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,183 1,459

当期変動額合計 △1,183 1,459

当期末残高 △2,156 △696

評価・換算差額等合計

前期末残高 △972 △2,156

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,183 1,459

当期変動額合計 △1,183 1,459

当期末残高 △2,156 △696

新株予約権

前期末残高 29,208 38,523

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,314 △37,962

当期変動額合計 9,314 △37,962

当期末残高 38,523 560

純資産合計

前期末残高 4,151,767 3,293,088

当期変動額

新株の発行 － 1,280,300

新株の発行（新株予約権の行使） 43,813 37,963

剰余金の配当 △83,040 －

当期純損失（△） △827,582 △356,085

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8,130 △36,502

当期変動額合計 △858,678 925,674

当期末残高 3,293,088 4,218,763
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該当事項はありません。 

(4)【継続企業の前提に関する注記】

(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法によってお

ります。

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

  期末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。(評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)

その他有価証券

 時価のあるもの

        同左

 時価のないもの

  移動平均法による原価法によって

おります。

 時価のないもの

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

 時価法

デリバティブ

同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）によっております。

製品、仕掛品  個別法
原材料     先入先出法

        同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産（リース資産を除  

く）  

 建物（建物附属設備を除く）

   定額法によっております。

  建物以外

   定率法によっております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

  建物         20～50年

  構築物        ２～42年

  機械装置       ２～12年  

(1) 有形固定資産（リース資産を除  

く）  

 

        同左
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項目

前事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日)

当事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

（追加情報）  

  特機関連事業の機械装置について

は、従来、耐用年数を11年としており

ましたが、当事業年度より10年に変更

しております。  

 この変更は、平成20年度の税制改正

を契機に耐用年数を見直ししたことに

よるものであり、この変更による営業

利益、経常利益及び税引前当期純損失

に与える影響は軽微であります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除  

く）

 自社利用のソフトウエアについては

５年を限度とする見込利用可能期間で

定額法により償却する方法を採用して

おります。

 
  
 
 
 

(3) リース資産  

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価

額をリース契約上に残価保証の取決め

があるものは当該残価保証額、それ以

外のものは、ゼロとする定額法によっ

ております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除  

く）

 自社利用のソフトウエアについては

５年を限度とする見込利用可能期間で

定額法により償却する方法を採用して

おります。  

のれんについては、その効果が及ぶ
期間で定額法により償却しておりま
す。

特許権については、８年間で定額法
により償却しております。

(3) リース資産  

  同左

５ 繰延資産の処理方法 社債発行費  

 支出時に全額費用として処理して

おります。

株式交付費 

 発行時に全額費用処理しておりま

す。

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。

同左

７ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金 

        同左
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項目

前事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日)

当事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

(2) 賞与引当金  
 従業員に対して支給する賞与の支出 
に充てるため、支給見込額に基づき当
事業年度に見合う分を計上しておりま
す。  
  
(3) 製品保証引当金  
 販売後の機械本体の無償補修費用の
発生に備えるため、過去の売上高に対
する発生費用の割合に基づき必要額を
計上しております。

(4) 退職給付引当金  
 従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当事業年
度末において発生していると認められ
る額を計上しております。  
 また、数理計算上の差異は、各事業
年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数による定
率法(10年)により、それぞれ発生の翌
事業年度から費用処理することとして
おります。

(2) 賞与引当金  
        同左 
  
  
  
  
(3) 製品保証引当金  
        同左 
   
  
 

(4) 退職給付引当金  
        同左 
  
（会計方針の変更）  
 当事業年度より「「退職給付に係る
会計基準」の一部改正（その3）」（企
業会計基準第19号 平成20年7月31日）
を適用しております。  
 これによる営業損失、経常損失及び
税引前当期純損失に与える影響はあり
ません。

(5）債務保証損失引当金  

 債務保証等に係る損失に備えるため

被保証者の財政状態等を勘案して将来

の損失負担見込額を計上しておりま

す。 

(5）債務保証損失引当金  

       同左

８ ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて特例処理の要

件を満たしておりますので、特例処理

を採用しております。

(1)ヘッジ会計の方法

      同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象  

 ① ヘッジ手段…金利スワップ 

 ② ヘッジ対象…借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象  

      同左

(3) ヘッジ方針  

 当社は、財務上のリスク管理対策の

一環として、デリバティブ取引を行っ

ており、借入金の金利変動リスク軽減

のために金利スワップ取引を行うもの

としております。

(3) ヘッジ方針  

       同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略して

おります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

       同左

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理 

       同左
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(6)【重要な会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（たな卸資産の評価基準の変更）  

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、評価基準として原価法によっておりましたが、当事

業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準 第9号 平成18年7月5日）が適用されたことに

伴い、原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。  

 これにより売上総利益、営業利益及び経常利益は、そ

れぞれ9,342千円減少し、税引前当期純損失は9,342千円

増加しております。  

  

（売上計上基準の変更）  

 当事業年度より、当社の製造する機械本体の国内向け

売上計上基準を出荷基準から検収基準に変更しておりま

す。  

 この変更は、機械本体の複雑化、高度化が進み、出荷

から検収までの期間が長期化する傾向にあること、これ

に伴い出荷から検収までの社内管理体制の強化により、

検収日の把握が可能になったことから収益の実態をより

適切に反映させるために行うものであり、また、親会社

である㈱ソディックの機械本体の売上計上基準に統一す

る観点から行うものであります。  

 この変更に伴い、従来の方法に比べて、売上高は

77,316千円、売上原価は64,015千円減少し、売上総利

益、営業利益及び経常利益は13,300千円それぞれ減少

し、税引前当期純損失は13,300千円増加しております。 

  

（製品補修に係る費用計上区分の変更）  

 当事業年度より当社が販売した機械本体の無償補修等

に係る費用の計上区分を「販売費及び一般管理費」から

「売上原価」に変更しております。  

 この変更は、近年、製品補修に係る費用の重要性が増

加していることを受けて、その内容を再検討した結果、

売上高と個別に対応させる性質を有すると判断し、より

適切に損益区分を表示するために行うものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法に比べて、売上総利益は

344,101千円減少しております。  

 なお、営業利益、経常利益及び税引前当期純損失に与

える影響はありません。 

  

 

（工事契約に関する会計基準の適用）

 機械装置の製造等の請負契約に係る収益の計上基準に

ついては、従来、工事完成基準（検収基準）を適用して

おりましたが、当事業年度より、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及

び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し、当

連結会計年度の期首に存在する契約を含むすべての契約

において、成果の確実性が認められる契約については工

事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他

の契約については工事完成基準（検収基準）を適用して

おります。  

 当事業年度において、工事進行基準を適用すべき契約

はなく、全て工事完成基準（検収基準）を適用している

ため、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失に与え

る影響はありません。
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前事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日)

当事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

（製品保証引当金の計上）  

 当社が販売した機械本体の無償補修費用は、従来、支

出時の費用として処理しておりましたが、当事業年度よ

り過去の売上高に対する発生費用の割合に基づき製品保

証引当金を計上する方法に変更しております。  

 この変更は、近年、製品保証に伴う費用の重要性が増

加していること及び将来の無償補修費用を合理的に見積

ることが可能となったことから、期間損益計算のより一

層の適正化と財務体質の強化を目的に行うものでありま

す。  

 この変更により、当事業年度の繰入額59,000千円は売

上原価に、過年度分相当額81,901千円は特別損失に計上

しております。この結果、従来の方法に比べ、営業利益

及び経常利益は22,901千円、税引前当期純損失は59,000

千円それぞれ増加しております。 

  

（リース取引に関する会計基準等）  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））および「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３

月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。  

 この変更により売上総利益は11,148千円、営業利益は

11,821千円、経常利益は3,044千円それぞれ増加し、税

引前当期純損失は3,044千円減少しております。 
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年３月31日)

当事業年度 
(平成22年３月31日)

 

※１ 担保資産 借入金の担保に供されている資産(簿

価)は次のとおりであります。

建物 1,537,639千円

土地 1,161,118千円

 合計 2,698,757千円

※１ 担保資産 借入金の担保に供されている資産(簿

価)は次のとおりであります。

投資その他の資産 その他 

（定期預金）
20,000千円

建物 1,489,489千円

土地 1,161,118千円

 合計 2,670,607千円

 

   対応債務

1年内返済予定の長期借入金 1,224,392千円

長期借入金 1,239,225千円

 合計 2,463,617千円

(根抵当権の極度額) 1,537,000千円

   対応債務

1年内償還予定の社債 14,000千円

1年内返済予定の長期借入金 1,010,680千円

社債 72,000千円

長期借入金 2,006,815千円

 合計 3,103,495千円

(根抵当権の極度額) 2,070,000千円

※２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行5行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 1,700,000千円

借入実行残高 1,600,000千円

差引額 100,000千円

※２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行4行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 1,400,000千円

借入実行残高 1,400,000千円

差引額  ― 千円

※３ 関係会社に対する主な資産及び負債

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

支払手形 143,313千円

買掛金 8,919千円

※３ 関係会社に対する主な資産及び負債

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

支払手形 249,943千円

買掛金 7,575千円

 ４ 偶発債務

   債務保証

   下記の会社の金融機関等からの借入に対する保証

    Plustech Inc.
         75,125千円 （764千米ドル）
   なお、上記債務保証の金額は債務保証損失引当金 
    8,370千円（85千米ドル）を控除しております。

      Advanced Plastic Manufacturing Inc.の金融機

関からの借入金に対し77,798千円（792千米ド

ル）の債務保証を行っておりますが、同額債務

保証損失引当金を計上しております。

 ４ 偶発債務

   債務保証

   下記の会社の金融機関等からの借入に対する保証

Advanced Plastic Manufacturing Inc.の金融機

関からの借入金に対し48,380千円（520千米ド

ル）の債務保証を行っておりますが、同額債務保

証損失引当金を計上しております。

  

  ５ 手形割引高 

     受取手形割引高     50,521千円

  ５ ――――

  ６ ――――   ６ 財務制限条項  

 当社は、平成21年11月20日に株式会社三井住友

銀行をアレンジャーとし、契約期間を契約日より

３年間とするシンジケートローンによるコミット

メントライン契約を締結しております。この契約

に基づく当四半期連結会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。  

  融資枠設定金額 1,500,000千円  

  借入実行残高  1,500,000千円  

  差引残高        ― 千円 
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前事業年度 

(平成21年３月31日)

当事業年度 

(平成22年３月31日)

 なお、上記コミットメントライン契約には、

以下の財務制限条項が付されております。  

① 平成22年3月期末日及びそれ以降の各事業年

度末日における連結貸借対照表に記載される純

資産の部の合計金額を、直近の事業年度末日に

おける連結貸借対照表に記載される純資産の部

の合計金額の75％以上に維持すること。  

② 平成22年3月期末日及びそれ以降の各事業年

度末日における単体の貸借対照表に記載される

純資産の部の合計金額を、直近の事業年度末日

における単体の貸借対照表に記載される純資産

の部の合計金額の75％以上に維持すること。   

③ 平成22年3月期末日以降の各事業年度末日に

おける連結損益計算書に記載される経常損益を2

期連続して損失としないこと。但し、平成22年3

月期末日における連結損益計算書に記載される

経常損益が、平成21年3月期末日における連結損

益計算書に記載される経常損益と2期連続して損

失となる場合を除く。  

④ 平成22年3月期末日以降の各事業年度末日に

おける単体の損益計算書に記載される経常損益

を2期連続して損失としないこと。
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

固定資産賃貸料 12,480千円

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

受取配当金 18,920千円

 

※２ 他勘定振替高の内容は、有形固定資産への振替

であります。 

※３ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

 売上原価         9,342千円 
 

※４ 研究開発費の総額

当期製造費用に含まれる研究 
開発費 322,014千円

※５ 前期損益修正益の内容は、次のとおりであり

ます。

   前期売上原価見積計上差額     37,000千円

 

※２ 他勘定振替高の内容は、有形固定資産への振替

であります。 

※３ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

 売上原価           29,228千円 
 

※４ 研究開発費の総額

当期製造費用に含まれる研究 
開発費 278,864千円

※５  ――――

   

※６ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

   機械及び装置             259千円

 

 

※６ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

機械及び装置 10,242千円

工具、器具及び備品 204千円

合計 10,447千円

 

※７ 前期損益修正損の内容は、次のとおりでありま 
   す。 

債務保証損失引当金繰入額 10,237千円

販売手数料 74,914千円

合計 85,151千円

※７  ―――― 
   

 

 

※８ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物 7,451千円 

構築物 2,682千円

工具、器具及び備品 203千円

合計 10,337千円

※９  ――――
 
  
 

※10 固定資産減損損失  
   当社は、以下の資産グループについて減損損失 
  を計上しました。

用途 種類 場所 減損損失

遊休資産 機械及び装置 岐阜県可児市 54,756千円

    当社は、事業用資産においては事業の種類別に
概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小
単位毎に、また遊休資産においては個別物件単位
で資産のグルーピングをしております。  
 上記の資産グループについては、予想しえない
市況の変化に伴う需要の落ち込み等により国内協
力工場に供与している機械装置が現在は遊休資産
となっており今後の利用計画も未定であります。
このためこの資産グループの帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特
別損失に計上いたしました。   
 なお、当資産グループの回収可能価額は、正味
売却価額により測定し、取引事例等市場価格を参
考に評価しております。

 

※８ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。

建物 1,629千円

工具、器具及び備品 7千円

合計 1,636千円

※９ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。   

 リース資産             3,487千円 

※10  ――――
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前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

 
  

前事業年度(平成21年３月31日現在) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成22年３月31日現在) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

  

(株主資本等変動計算書関係)

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容
 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー
ス資産

ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容
 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー
ス資産

・有形固定資産  

 主として、射出成形機関連事業における生産設備

（機械及び装置）及び本社におけるホストコンピュ

ータ（工具器具及び備品）であります。

・有形固定資産  

  同左

・無形固定資産  

 主として、射出成形機関連事業における生産管理

用ソフトウェアであります

・無形固定資産  

  同左

(2) リース資産の減価償却方法

「重要な会計方針 4 固定資産の減価償却の方法」に記
載のとおりであります。

(2) リース資産の減価償却方法

   同左

(有価証券関係)
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(税効果会計関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (1) 流動資産・負債

繰延税金資産

 たな卸資産評価損 133,991千円

  製品保証引当金 23,954千円

  賞与引当金 23,533千円

 その他 7,453千円

  小計 188,933千円

 評価性引当額 △188,933千円

  繰延税金資産(流動)合計 ─千円

繰延税金負債

  未収還付事業税 △5,432千円

繰延税金資産(負債)の純額 △5,432千円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (1) 流動資産・負債

繰延税金資産

 たな卸資産評価損 140,054千円

  製品保証引当金 33,332千円

  賞与引当金 38,831千円

 その他 14,629千円

  小計 226,848千円

 評価性引当額 △226,848千円

  繰延税金資産(流動)合計 ─千円

繰延税金負債

  未収還付事業税 ─千円

繰延税金資産(負債)の純額 ─千円

 

 (2) 固定資産

繰延税金資産

 退職給付引当金 54,890千円

 減価償却費限度超過額 22,931千円

 一括償却資産 853千円

  未払役員退職慰労金 29,443千円

 貸倒引当金 23,842千円

 関係会社株式等評価損 64,946千円

 繰越欠損金 40,913千円

 債務保証損失引当金 34,984千円

 固定資産減損損失 22,231千円

 その他有価証券評価差額金 875千円

 その他 29,334千円

  小計 325,247千円

 評価性引当額 △325,247千円

  繰延税金資産(固定)合計 ─千円

 

 (2) 固定資産・負債

繰延税金資産

 退職給付引当金 71,275千円

 減価償却費限度超過額 23,603千円

 一括償却資産 543千円

  未払役員退職慰労金 1,173千円

 貸倒引当金 19,440千円

 関係会社株式等評価損 48,692千円

 繰越欠損金 231,936千円

 債務保証損失引当金 19,642千円

 資産調整勘定 212,734千円

 その他 11,932千円

  小計 640,974千円

 評価性引当額 △428,239千円

  繰延税金資産(固定)合計 212,734千円

繰延税金負債

 営業権 △269,660千円

  繰延税金負債(固定)合計 △269,660千円

  繰延税金資産(負債)の純額 △56,925千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 △40.6%

（調整）

交際費等永久に損金に算入 
されない項目

2.9%

住民税均等割 1.7%

評価性引当額の増減額 76.5%

その他 △0.1%

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

40.4%

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 △40.6%

（調整）

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△0.7%

交際費等永久に損金に算入 
されない項目

7.4%

住民税均等割 3.4%

評価性引当額の増減額 51.5%

その他 0.3%

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

21.4%

（株）ソディックプラステック（6401）　平成22年３月期　決算短信

－75－



当事業年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日) 

(1) 連結財務諸表の注記事項(企業結合等関係)における記載内容と同一であるため、記載しておりま

せん。 

  

  

  

 
 

(注)１株当たり当期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

(企業結合等関係)

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 
１株当たり純資産額 194,499.83円 １株当たり純資産額 132,840.05円

 
１株当たり当期純損失 49,799.33円 １株当たり当期純損失 14,550.63円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、1株  

当たり当期純損失であるため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、1株  

当たり当期純損失であるため記載しておりません。

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり当期純損失（△）

当期純損失（△）（千円） △827,582 △356,085

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純損失（△）
(千円)

△827,582 △356,085

普通株式の期中平均株式数（株） 16,618 24,472

潜在株式調整後1株当たり当期純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の主要な内訳（株）

― ―

普通株式増加数（株） ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後1株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

― ―
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前事業年度（自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日） 
   
 子会社株式の売却 

 当社は、平成21年6月4日開催の取締役会において、連結子会社であるAdvanced  Plastic 

Manufacturing Inc.の全株式を株式会社片山製作所に譲渡すること等を含む合弁事業契約解除に関す

る合意書の締結を決議し、同6月18日付で株式を売却致しました。これによりAdvanced Plastic 

Manufacturing Inc.は当社の連結子会社ではなくなりました。  

  

   1 株式売却の理由 

 当社の保有資産ポートフォリオを見直した結果、Advanced Plastic Manufacturing Inc.株式の継続

保有については、当社の事業戦略上有効性が乏しいと判断したため、共同出資者かつ共同経営者であ

る株式会社片山製作所に譲渡するもの。 

  2 当該子会社の事業内容 

 米国における自動車を中心としたプラスチック成形部品の製造及び当社製射出成形機の米国での販

売促進。 

   3 株式の売却先及び売却の時期 

  売却先  株式会社片山製作所  

 譲渡日  平成21年6月18日 

   4 売却する株式の概要 

  売却株式数       500株  

 売却金額         89千USドル  

 売却益          約8百万円  

 売却後の議決権比率     0％ 

  

当事業年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 
   
  該当事項はありません。 

  

  

(重要な後発事象)

（株）ソディックプラステック（6401）　平成22年３月期　決算短信

－77－



①代表者の異動 

  該当事項はありません。 

  

 ②その他の役員の異動 

   １．新任取締役候補（平成22年６月28日付予定） 

     取締役 北村 重臣（現 当社執行役員トム事業部技術生産本部本部長） 

     取締役 山本 孝志（現 当社執行役員成形機事業部事業部長） 

     取締役 藤川  操（現 株式会社ソディック顧問） 

     取締役 西  耕平（現 当社執行役員成形機事業部営業本部部長） 

     取締役 吉岡洋二郎（現 当社執行役員管理本部経理部長） 

     取締役 神野 久彦（現 当社執行役員トム事業部営業本部本部長） 

     取締役 大熊 正樹（現 海外成形機事業部海外営業本部部長） 

     取締役 水上 裕司（現 当社執行役員管理本部総務部部長） 

     取締役 谷口 一芳（現 当社執行役員成形機事業部技術生産本部本部長） 

     取締役 元矢 享嘉（現 当社執行役員Ｇモーション事業部制御ユニット部部長） 

     取締役 江戸屋勝義（現 当社執行役員成形機事業部技術生産本部副本部長） 

     取締役 新家 一朗（現 当社執行役員Ｇモーション事業部副事業部長） 

     取締役 神谷尉太郎（現 当社執行役員成形機事業部営業本部名古屋支店支店長） 

   ２．新任監査役候補（平成22年６月28日付予定） 

     監査役 保坂 昭夫（現 株式会社ソディック取締役副社長） 

   ３．退任監査役（平成22年２月25日付） 

     監査役 山本 孝志 

  

  

  

6. その他

(1) 役員の異動
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